
（ ）

実績 件 1,549 1,488

達成度 ％ - - - - -

単位 28年度 29年度 30年度
中間目標 目標最終年度

- 年度 - 年度

定
量
的
な
成
果
目
標
の
設
定
が
困
難
な
場
合

定量的な目標
が設定できな
い理由及び定
性的な成果目

標

定量的な目標が設定できない理由 定性的な成果目標と28～30年度の達成状況・実績

指名手配被疑者の人数は日々変化しているところであり、検挙件
数について定量的に示すことは困難である。

(成果目標)指名手配被疑者の検挙の推進
(達成状況)ポスターの掲示等においては、広く国民に指名手配被疑者を周知
通報を促していることから、指名手配の検挙の推進に寄与している。

事業の妥当性
を検証するた
めの代替的な
達成目標及び

実績

代替目標 代替指標

1,415 - -

目標値 - - - - - -
指名手配被疑者の検挙の
推進

指名手配被疑者の検挙件
数

-

根拠として用いた
統計・データ名

（出典）
-

達成度 ％ - - - -

- - - - -

成果実績 - - - - -

28年度 29年度 30年度
中間目標 目標最終年度

- 年度 - 年度
成果目標及び

成果実績
（アウトカム）

定量的な成果目標 成果指標 単位

- -

2 2

平成31・32年度
予算内訳

（単位：百万円）

歳出予算目 31年度当初予算 32年度要求 主な増減理由

警察装備費 11 10

-

目標値 -

-

諸謝金

当初予算＋補正予算に対す
る執行額の割合（％）

73% 67% 73%

執行率（％） 73% 67% 73%

執行額 8 8 8

計 13 12

32年度要求

予算
の状
況

当初予算 11 12 11 13 12

補正予算 -

計 11 12 11 13 12

予備費等 - - -

翌年度へ繰越し - - -

実施方法 直接実施、委託・請負

予算額・
執行額

（単位:百万円）

28年度 29年度 30年度 31年度

主要政策・施策 - 主要経費 その他の事項経費

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度以

内）

　個人の生命、身体及び財産を保護し、公共の安全と秩序を維持するという警察の責務を遂行するに当たり、刑事警察には、緻密かつ適正に捜査を遂行し、被疑
者を検挙することが求められる。本事業により、刑事警察に求められる捜査力の強化等を図る。

刑事企画課
刑事企画課長
重松　弘教

会計区分 一般会計

根拠法令
（具体的な

条項も記載）
-

関係する
計画、通知等

-

- -

前年度から繰越し - - - -

事業名 指名手配被疑者ポスターの作成等 担当部局庁 刑事局 作成責任者

事業開始年度 不明
事業終了

（予定）年度
終了予定なし 担当課室

事業番号 0032

平成３１年度行政事業レビューシート 警察庁

事業概要
（5行程度以内。
別添可）

　指名手配被疑者等に関するポスターや特殊詐欺情報提供依頼ポスター等、広く国民への情報提供を呼びかけるためのポスターや、警察官の捜査実務能力の
向上を図るための捜査書類作成検定用ＤＶＤを作成する。
　また、犯罪死の見逃し防止に資するため、管区警察局単位での検視官等会議の開催や全国規模での検視官等会議を開催し、検視実例等に基づく検討等の実
施や管区警察局内府県合同による身代金目的誘拐事件捜査訓練の実施等組織的な対応力の強化を図る。

※平成３１年以降の表記は、新元号に読み替えることとする。



政
策
評
価

、
新
経
済
・
財
政
再
生
計
画
と
の
関
係

本事業の成果と取組事項・KPIとの関係

-

- - - -

目標値 - - - - -

31年度
中間目標 目標最終年度

- 年度 - 年度 - 年度

K
P
I

(

第
二
階
層

）

ＫＰＩ
（第二階層）

単位
計画開始時

30年度

-

成果実績 - -

-

達成度 ％ - - - - -

-

目標値 - - - - -

- 年度

-

成果実績 - - - - - -

単位
計画開始時

30年度 31年度
中間目標 目標最終年度

- 年度 - 年度

新
経
済
・
財
政
再
生
計
画
改
革
工
程
表
 
2
0
1
8

取組
事項

分野： - -

K
P
I

(

第
一
階
層

）

ＫＰＩ
（第一階層）

政
策
評
価

政策

施策

-

達成度 ％ - - - -

本事業の成果と上位施策・測定指標との関係

ポスターの掲示等においては、広く国民に指名手配被疑者を周知し通報を促していることから、指名手配の検挙につながるものであり、犯罪捜査の的確
な推進について一層促進することが出来る。

83.3 - -

目標値 % 67 69.6 73.2 - 77

目標年度

- 年度 31 年度

各重要犯罪（注１）の検挙率（注２）
（注１）　殺人、強盗、放火、強制性交等、略取誘拐・人身
売買及び強制わいせつ
（注２）　右記の数値は、未遂罪及び予備罪を含む。

実績値 % 76.7 82

単位 28年度 29年度 30年度
中間目標

２　犯罪捜査の的確な推進

１　重要犯罪・重要窃盗犯の検挙向上

定量的指標

測
定
指
標

1,211,996/265,300 -

30年度 31年度活動見込

一枚当たりのコスト　執行額／作成枚数

単位当たり
コスト 円 4.9 3.9 4.6 -

計算式

単位当たり
コスト

算出根拠 単位 28年度 29年度

　円/枚数 1,400,730/288,216 1,053,302/267,200

当初見込み 枚 200,000 290,208 290,208 290,208

31年度
活動見込

32年度
活動見込

指名手配被疑者ポスター作成枚数

活動実績 枚 288,216 267,200 265,300
活動指標及び

活動実績
（アウトプット）

活動指標 単位 28年度 29年度 30年度



現
状
通
り

今後の調達等においても、調達方法等の効率化に努め、引き続き効率的な事業実施に努める。

備考

外部有識者の所見

点検対象外

行政事業レビュー推進チームの所見

現
状
通
り

引き続き、適切かつ効率的な事業実施に努めること。

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

点
検
・
改
善
結
果

点検結果
本事業の経費については、支出先・使途について把握しており、妥当であると認められる。また、捜査力の強化等を図るためには本事業は有効で
あり、これからも実施していく必要がある。

改善の
方向性

刑事警察に求められる捜査力の強化等を図るため、引き続きこれらの施策を実施する必要がある。経費の執行に際しては、今後も競争性を確保
するとともに、実績単価の反映、仕様の見直し等を実施し、予算額の削減に努める。

関
連
事
業

関連する事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。（役
割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

‐

-
所管府省名 事業番号 事業名

整備された施設や成果物は十分に活用されているか。 ○
ポスターの掲示等により指名手配被疑者を周知し、国民に対
し通報を促している。

事
業
の
効
率
性

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　 ○

随意契約（少額）であっても、一者応札となったものはなく競争
性を確保している。

一般競争契約、指名競争契約又は随意契約（企画競争）による支出のうち、一
者応札又は一者応募となったものはないか。

無

競争性のない随意契約となったものはないか。 無

受益者との負担関係は妥当であるか。

事
業
の
有
効
性

成果実績は成果目標に見合ったものとなっているか。 ‐ -

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果的
あるいは低コストで実施できているか。

○ 広く国民に対し周知する上で、有効な手段である。

活動実績は見込みに見合ったものであるか。 ○
ポスターの掲示等により指名手配被疑者を周知し、国民に対
し通報を促す等、見込みにあったものである。

‐ -

単位当たりコスト等の水準は妥当か。

国
費
投
入
の
必
要

性

事業の目的は国民や社会のニーズを的確に反映しているか。 ○
指名手配被疑者に関する情報等を広く国民から集めること等
を目的としており、社会のニーズを的確に反映している。

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。 ○
指名手配被疑者に関する情報等を広く全国から集める必要
があるため国が実施する必要がある。

政策目的の達成手段として必要かつ適切な事業か。政策体系の中で優先度の高い事
業か。

○
国民から指名手配被疑者に関する情報等を収集する上で有
効な手段である。

繰越額が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載） ‐ -

その他コスト削減や効率化に向けた工夫は行われているか。 ○
ポスター等の作成に当たっては、競争性の確保、コスト削減
等に配意している。

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。 ○ ポスター等の作成経費としており、必要なものである。

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載） ○
随意契約（少額）においても競争性が確保され、コスト削減に
つながったものであり、妥当である。

○
ポスター等の作成に当たっては、競争性の確保、コスト削減
等に配意している。

資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。 ‐ -

事業所管部局による点検・改善

項　　目 評　価 評価に関する説明



( )

※平成30年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

計 0.2 計 0

役務費 高速道路利用料金 0.2

E.(株）ジェーシービー F.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 0.4 計 0

予算配分 事件捜査訓練等に要する経費 0.4 諸謝金
刑事担当課長等会議の部外講師に対する謝
金

0

C.関東管区警察局 D.外部有識者

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 0 計 1.7

使　途
金　額

(百万円）

諸謝金
刑事法学者との研究会や全国検視官等会議
の委員に対する謝金

0 印刷製本費 情報提供依頼ポスターの制作（２点） 1.7

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）
（単位：百万円）

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額

が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載）

A.外部有識者 B.（株）第一印刷所東京本部

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目

31

平成30年度 警察庁 0029

11 平成25年度 43

平成26年度 37 平成27年度 29 平成28年度 30 平成29年度

関連する過去のレビューシートの事業番号

平成22年度 当初3-4 平成23年度 17 平成24年度

警察庁

7.6百万円

刑事警察に要する経費を直接執行

するほか、管区警察局に刑事警察

に要する予算を配分する。

＜諸謝金＞

【その他】

Ｂ.民間会社等

（10者）

5.5百万円

＜委託費等＞

【随意契約（少額）等】

＜予算配分＞

【その他】

刑事法学者との研究会や

全国検視官等会議の委

員に対して謝金を支出す

る。

Ａ.外部有識者

（23者）

0.4百万円

警察庁との契約に基づき、
各種印刷物等の納入又は
役務の提供等を行う。

関東管区警察局

0.4百万円

事件捜査訓練等を実
施する。

管区警察局

（6機関）

1.2百万円

C.管区警察局

＜諸謝金＞

【その他】

D.外部有識者

（2者）

0.05百万円

検視官等会議等の委
員に対して謝金を支出
する。

E.民間会社等

（12者）

0.4百万円

＜役務費等＞

【随意契約（少額）等】

管区警察局との契約に
基づき、事件捜査訓練
等に必要な役務の提
供等を行う。



支出先上位１０者リスト

A.

B

C

-

7 東北管区警察局 8000012130001 予算配分 0.1 その他 - - -

- -

6 中国管区警察局 8000012130001 予算配分 0.2 その他 - -

- - -

5 四国管区警察局 8000012130001 予算配分 0.2 その他 -

4 九州管区警察局 8000012130001 予算配分 0.2 その他

-

3 近畿管区警察局 8000012130001 予算配分 0.2 その他 - - -

- -

2 中部管区警察局 8000012130001 予算配分 0.3 その他 - -

入札者数
（応募者数）

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

1 関東管区警察局 8000012130001 予算配分 0.4 その他 -

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等

- - -11 職員 -
シンポジウム参加費（立替
払）

0 その他

-

10 日本交通（株） 3011501015887 車両借上 0.1
随意契約
（少額）

- - -

- -

9
ナカバヤシ（株）東京
本社

4120001086023 執務資料合本 0.1
随意契約
（少額）

- -

- - -

8 （株）ＢＧＳ 8030001022801 ウィルスバスター外９点 0
随意契約
（少額）

-

7 （株）ＢＧＳ 8030001022801 耐火金庫 0.1
随意契約
（少額）

-

6 中和印刷（株） 6010001050335
検視の事例と研究（その５
２）

0.1
随意契約
（少額）

- - -

- -

5 （株）コームラ 5200001001939 平成２９年の犯罪 0.3
随意契約
（少額）

- -

- - -

4
日本コンベンション
サービス（株）

2010001033161 通訳業務 0.4
随意契約
（少額）

-

3 （株）ＤＭＩ 6020001055770
捜査書類作成教材用ＤＶＤ
５６及び５７の制作

1.2
随意契約
（少額）

-

2 三浦印刷（株） 6010601015695
指名手配被疑者ポスター
（捜査特別報奨金対象事件
用）外２点

1.5
随意契約
（少額）

- - -

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

1
（株）第一印刷所東京
本部

1110001002917
情報提供依頼ポスターの制
作（２点）

1.7
随意契約
（少額）

- -

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数
（応募者数）

- - -10 外部有識者J - 諸謝金 0 その他

-

9 外部有識者I - 諸謝金 0 その他 - - -

- -

8 外部有識者H - 諸謝金 0 その他 - -

- - -

7 外部有識者G - 諸謝金 0 その他 -

6 外部有識者F - 諸謝金 0 その他

-

5 外部有識者E - 諸謝金 0 その他 - - -

- -

4 外部有識者D - 諸謝金 0 その他 - -

- - -

3 外部有識者C - 諸謝金 0 その他 -

2 外部有識者B - 諸謝金 0 その他

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

1 外部有識者A - 諸謝金 0 その他 - - -

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数
（応募者数）

落札率



D

E

国庫債務負担行為等による契約先上位10者リスト

- - -

契約方式
入札者数
（応募者

数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（契約額10億円以上）

1 - - - -

ﾌﾞﾛｯｸ
名

契　約　先 法　人　番　号 業　務　概　要
契約額

（百万円）

- - -10 職員E - ガソリン料金（立替払） 0 その他

-

9 職員D - 駐車場利用料金（立替払） 0 その他 - - -

- -

8 職員C -
高速道路利用料金（立替
払）

0 その他 - -

- - -

7 職員B - 駐車場利用料金（立替払） 0 その他 -

6
（株）ジャパンエモー
ション

7010401075039 携帯電話借上 0
随意契約
（少額）

-

5 職員A - 駐車場利用料金（立替払） 0 その他 - - -

- -

4
J-netレンタリース
（株）

2180001048201 車両借上 0
随意契約
（少額）

- -

- - -

3
（株）日産カーレンタ
ルソリューション

4040001013464 車両借上 0
随意契約
（少額）

-

2 （有）松岡商事 9030002016413 差込式反射ベスト 0
随意契約
（少額）

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

1 (株）ジェーシービー 8010401050511 高速道路利用料金 0.2
随意契約
（少額）

- - -

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数
（応募者数）

落札率

- -

- - -

2 外部有識者B - 諸謝金 0 その他 -

1 外部有識者A - 諸謝金 0 その他

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数
（応募者数）

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）


